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中小企業政策の国際比較－問題提起－

〇福島　ただいまご紹介いただきました福島でござい

ます．お手元の簡単なレジュメにありますように、2

年間の研究による成果報告ということになっておりま

すが、本日は東アジアの2カ国とヨーロッパの2カ国に

ついて報告をさせていただく予定でございます．私は

全体の責任者ということで、中小企業政策の国際比較

をする際の分析方法と比較基準について、簡単にお話

しをさせていただきます．

　まず、中小企業政策を考えるうえで、現状をどうと

らえたらいいかということでありますが、日本のみな

らず諸外国においても、単に自国の経済構造だけから

中小企業問題を考えるというのではなくて、世界経済

と関連しながら問題を考えていかなければならないと

思います．ご存知のように、今日、世界は大きく変化

しております．各国の中小企業政策も、その世界の変

化によって規定されてくる面が多いというのが現状で

あろうかと思います．

  日本経済の今日の状況を考えましても、90年代以

降、失われた10年、灰色の10年と言われて、21世紀に

なったいまも一向に経済状況はかんばしくありませ

ん．とりわけ中小企業では倒産や転廃業が続出してい

るわけでありますが、中小企業政策に関して言います

と、従来は1963年に制定された中小企業基本法に基づ

いて政策が展開されてきたのでありますけれども、99

年12月にそれが抜本的に改正されまして、中小企業政

策理念の大転換が図られました．世界の経済が大きく

変わってきている中で、日本経済も大きく変化してき

ておりまして、それに伴って日本の中小企業政策を考

えるうえでもグローバルな理念へのパラダイム転換が

起きているわけです．しかし、それでは21世紀の中小

企業をどういう方向に変えていくのか、どういうビジ

ネスモデルを構築していくのか、まだ極めて不透明な

状況にあるわけでありまして、まさにそれが今日の課

題であると考えております．そうしたことを意識しな

がら、日本の中小企業政策の方向というものを見出す

ために、今回、私たちはこの国際比較の研究をやった

わけであります．

　米ソ冷戦体制が崩壊する中で、市場経済化が進行

し、大競争が行なわれ、世界の経済が大きく変わって

いる．そのことによって、従来とは比べものにならな

いほどの動揺や不安定性を国民経済にもたらしており

ます．日本のことだけを考えてみましても、特に製造

業においては日本企業の多国籍展開が行なわれており

まして、海外における生産比率の拡大、海外における

雇用比率の拡大の一方で、国内では生産及び雇用の縮

小、産業の空洞化、地域の疲弊といった問題が起きて

きております．失業率が5.4％に達しているとか地域

間格差の拡大が進んでいるとかいうことも、皆さます

でにご存知の通りであります．

　こういういまの世界経済の動きを考えた場合に、グ

ローバリズムとナショナリズムあるいはリージョナリ

ズムとが対立し合いながら、その対立をどう超克する

かという段階にあって、どこの国においても国内の社

会経済を安定化させるにはどうすればいいのかという

厳しい困難な問題が起きています．そうした世界経済

の動揺と不安定性への対応として、あるいは自国経済

の再生や経済の活性化を図る経済問題解決のキーとし

て、世界的に中小企業の果たす役割への期待と関心の

高まりが起きている．ILO、UNCTAD、UNIDO、
OECDなどの国際機関でも、あるいは地域経済統合を
目指して来年1月からは通貨が一本化されるEUで

も、さらにはASEANなどでも、中小企業の経済的・
社会的・地域的な重要性を認識して、その育成と振興

の促進を図ってきているわけであります．

　世界が市場経済化してきているという中で、市場経

済にどういうスタンスを持つかというのは、各国に

よってそれぞれ違うわけであります．しかし、イタ

リーやドイツなどの先進資本主義国においても、旧社

会主義国のソ連や東欧においても、ベトナムや中国と

いった社会主義市場経済の国においても、マレーシア

等々のこれからアジアNIEsに成長・発展していこう
という国々においても、中小企業を経済再生の重要な

ものとして位置づけております．市場経済を基調にし

たグローバル経済の中での中小企業の存在意義、そし
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て中小企業政策の必要性と施策の強化等々が言われ、

中小企業のダイナミックな成長・発展への期待と可能

性が高まっているわけです．

　もっとも、中小企業に対する期待が高まっていると

いいましても、そこには差異もあるわけでありまし

て、「中小企業」の定義だとか範囲だとか、あるいは

中小企業観、中小企業政策の理念や目標等々、各国に

よってそれぞれ違っているということをまず押さえて

おく必要があるだろう．そういうことを考えまして、

私たちのこの共同研究のテーマも「中小企業政策の国

際比較」となっているわけであります．

　従来、各国の中小企業の現状なり特徴なりについて

はさまざまな研究がなされてきておりますが、中小企

業政策の国際比較というのはまだ緒についたばかり

で、非常に難しい分析であります．中小企業というの

は、地域に密着している、まさにローカルな企業であ

ります．しかし、現在のグローバル経済のもとでは、

中小企業で起きている問題はおそらく各国共通してい

るだろうし、中小企業に関する各国共通の問題性に対

する政策には共通した点があるだろうと考えていま

す．と同時に、先ほど申し上げましたように各国に

よって中小企業の位置づけが違うわけですので、それ

ぞれの国によって違う側面も当然あるわけです．そこ

で、これは私の視点でありますけれども、政策の国際

比較をする場合に、それぞれ各国の特徴ある政策、個

別性の政策と、それと並んで世界的に共通するような

政策、そういうものが見出し得るのかどうかというこ

とを考えながら、政策の類型化を図っていくことが大

事であろうと思っております．

　中小企業は大企業あるいは独占・寡占と対抗し得る

重要な役割を担っている．しかも、中小企業は地域密

着型であるがゆえに、社会性を持っている．したがっ

て、経済的・社会的・文化的な役割を担いながら、

「市場の社会的構築」を形成していく、そういう中小

企業像が21世紀の展開の中では必要とされるだろう

し、そうした視点から中小企業政策の国際比較という

ことも考える必要があるだろうと考えて、今回の研究

をやってきたわけであります．

　レジュメに基づいて、きょうはベトナムとマレーシ

ア、そしてイタリーとドイツにおける政策を報告して

いただきますけれども、ほか数人がイギリス、オース

トラリア、中国などの研究をしております．政策の国

際比較をすることによって、日本が学ぶべきところが

あるかどうかということも考えていきたいと思ってい

る次第であります．

ベトナム経済発展と中小企業

〇小谷　政治経済研究所の小谷と申します．では早

速、「ベトナム経済発展と中小企業」ということで、

ご報告をさせていただきます．

　報告の順番を決めるときにちょっと論議がありまし

て、結局経済発展の後れているところから先にやった

らどうかということになったわけですが、ベトナムは

いま、国民1人当たりGDPはシンガポールの100分の
1、インドネシア、フィリピンの4分の1程度というと

ころにまだあります（表1）．しかし、経済成長は年率

7～8％から8～9％と、高い成長率を示しております

（表2）．そういう状況ですので、中小企業政策といい

ましても、経済発展途上の経過的なものであり、端緒

的なものであると言えるかと思います．

　世界的にいま中小企業が見直されてきておりますけ

れども、先進諸国では主に、雇用吸収、失業対策とい

う点で中小企業の見直しがされているようです．それ

に対して、ベトナムのように旧社会主義国から市場経

済を導入して新たな発展をしていこうという発展途上

国では、失業の問題もありますけれども、同時に近代

化・工業化の中で中小企業をどのように活用していけ

ばいいかということが大きな課題になっているようで

す．ベトナムは現在、多セクター混合経済体制と言っ

ておりますけれども、この中で、将来、社会主義を目

指しつつ経済発展を図っていくうえでの中小企業の位

置づけというのが、ベトナムとしての特殊的な位置づ

けになるのではないだろうかと思います．以上のよう

なベトナムの特殊的な状況を踏まえたうえで、ベトナ

ムの中小企業の現状や中小企業政策について簡単に触



－　－11

れさせていただきたいと思います．

　ベトナムは1975年にベトナム戦争終結をして南北統

一したわけですけれども、その後もなお、1979年まで

はカンボジア、中国との戦争がありましたので、本当

にベトナムから戦争がなくなって経済発展に力を注い

でいけるようになったのは、この間わずか20年ほどで

あるわけです．当初は南の社会主義化を急速にやろう

として失敗したわけですけれども、その後、1985年に

「ドイモイ（刷新）」政策が発表されて、市場経済導

入、多セクター混合経済体制、社会主義を目指す、こ

ういう動きになってきたわけです．

　現在の経済政策の基本である85年のドイモイ政策で

は次のように述べております．1つは、「社会主義に至

る過渡期は比較的長期の歴史的過程である」と明示さ

れて、性急な社会主義改造路線は否定されました．2

つ目は、「重工業優先を見直し、農業を基本として、

食糧・食品の増産、生活消費財の生産拡大、輸出品の

拡大に優先順位をつけ、そこに投資の6割を集中す

る」．日本は戦後、傾斜生産方式をとりましたけれど

も、ベトナムの場合はその点を改めて、基本を食糧・

食品の増産、生活消費財の生産拡大などに置き、そこ

に投資の6割を集中していくという方向に転換したわ

けです．3つ目に、「国営・公営企業以外の資本主義的

経営や個人経営の存在を認め、その有効活用が合法則

的である．中央集権的な計画経済を基本的に放棄し、

市場経済の導入を図り、経済改革を推し進める」こと

が公式に表明されております．ここで重要な点は、資

本主義的な経営、個人経営、中小企業や自営業などの

有効活用が経済発展にとって合法則的であるという位

置づけをしたことです．最後に4つ目として、「国際分

業、国際経済協力に積極的に参入していく」というこ

とを述べております．

　その後、ベトナムは、驚異的なインフレを解消し、

国家財政の赤字を解決していくというかたちで経済発

展を図ってきてASEANの一員になり今日の発展段階
に至っているわけですが、その中で、国営企業の改

革、民間企業の認知、外資系企業の認可などの措置が

大きな役割を果たしてきたと思います．

　そこで、ベトナムの多セクター混合経済体制の構造

について少し触れさせていただきたいと思います（表

3）．ベトナムの企業総数は95年現在、190万3110で

す．これを企業と自営業とに分けてみますと、企業が

2万3708で1.2％、自営業が187万9402で98.8％と、圧

倒的に自営業が多数を占めております．

　この自営業のうち、登録企業が64万、納税済みが80

万です．ベトナムは登録制をとっているわけですけれ

ども、まだ全部が登録あるいは納税をしているわけで

はありません．しかし、他のアジアの登録制をとって

いる国に比べて、登録企業の率は高いほうではないか

と思います．

  企業は2万3708と申し上げましたけれども、このう

ち、2万3016（97％）が国内企業で、692（3％）が外

資系企業となっております．国内企業のうち、国営企

業が5973（25.5％）で約4分の1、民間企業が1万7143

（74.5％）で4分の3を占めています．民間企業がここ

まで増えてきているということです．

　なお、国営企業には中央管轄と地方管轄がございま

すけれども、中央管轄が約3分の1、地方管轄が約3分

の2となっております．民間企業については、私営企

業が1万強で63.6％と、最も多い割合を占めておりま

す．ここで言う私営企業というのは個人企業です．

　次いで有限会社が4200で24.7％．株式会社は118で

0.7％．現在上場している株式会社は、一番新しい数

字で7社です．まだまだ株式市場の形成はこの程度で

しかないということであります．このほかに旧社会主

義時代からやってきた合作社が1800ほどございまし

て、10.6％を占めております．外資系企業では、

100％外資が150社で21.7％、国営との合弁が433で

62.6％となっております．

　産業別の分布状況を見てみますと、企業について

は、第1位が商業・修理業、第2位が製造業、第3位が

建設業、第4位がホテル・レストランという順になっ

ております．自営業のほうは、第1位は同じく商業・

修理業、第2位が製造業、第3位がホテル・レストラ

ン、第4位が輸送・通信業となっております．

　ベトナムの近代化・工業化にとって最も重要な位置
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を占めるのは製造業ですけれども、製造業の分野では

国営企業が48％を占めておりまして、製造業において

はまだまだ国営企業の役割が大きいと言えると思いま

す．それでは現在までの製造業の成長にとって国営企

業が大きな役割を果たしてきたのかというと、実はそ

うではなくて、工業生産の伸びを担ってきたのは主に

外資系企業でありまして、外資系企業は現在、工業生

産全体の28％を占めるまでになっております．それに

対して国営企業の製造業は、ドイモイ当初、1万2000

社あったのが、現在は約6000社にまで半減しておりま

す．

  以上がベトナムの多セクター混合経済体制の構成で

すけれども、その中での中小企業の位置は、1990年に

個人企業法、会社法というのができまして、これで整

備されてきたわけです．特に自営業が増えてきたの

は、ベトナムが国際社会の一員として復帰するように

なって、開放政策を推進する中で、ベトナムを訪問す

る外国人の数が増加し始めたわけですけれども、そう

した人々のためにホテルやレストランを始める人たち

が出てきた．また、そのホテル、レストラン建設のた

めに、タイル、レンガなどの建設資材が必要になった

ということで、建設資材分野でも自営業や個人企業が

増えてきて、活況を呈するようになったわけです．

　一方、国営企業約6000社のうち、6割ぐらいが中小

企業の範囲に入ります．国営部門の中小企業は主に消

費財の生産を行なってきたわけですけれども、設備が

老朽化していること、資金が不足していること、経営

管理の問題、運営上の不慣れなどの問題が多くて、経

営悪化に陥っているようです．

　ベトナムで中小企業問題が意識されるようになった

のは、主として雇用・失業との関連からでありまし

て、中小企業の検討・研究は労働傷病兵社会問題省と

いう政府機関で扱っておりました．また、労働科学社

会問題研究所が中心になって、ベトナムの中小企業問

題の研究と同時に、日本の中小企業政策とドイツの中

小企業政策、とりわけ職業訓練についてかなり研究を

進めてきているようです．

　ベトナムの工業化、近代化を進めていくうえでの中

小企業の位置づけですけれども、ベトナムでは特に農

村における工業化が重点になっております．その内容

としては、農産品加工、伝統工業と農業の連携、地方

及び国内市場と農業生産の連携、新農村開発、失業と

貧困の解決などが中小企業問題として位置づけられて

いたようです．

　ではベトナムの中小企業政策としてはどういうもの

がとられてきたかということですが、ベトナムでは98

年の政府資料618号で「中小企業」の定義づけが行な

われました．それ以前にも商工会議所や地方政府ある

いは金融機関などでそれぞればらばらに「中小企業」

の定義をしていたわけですけれども、ここで全国的に

統一されて、中小企業施策の対象がはっきりしてきま

した．それによりますと、工業・建設業は「資本金50

億ドン以下、従業員200人以下」、その他の分野では

「資本金30億ドン以下、従業員150人以下」となって

おります．この定義づけをアジアの他の国々と比べて

みますと、大体同じぐらいの割合で、企業数では

96.7％、従業員数では60.8％が中小企業の範囲に入る

ということであります（表4）．

　中小企業をなぜ支援するのかという点では、1つは

雇用の創出、農村の失業問題の解決．2つ目が工業製

品の輸出拡大への寄与．3つ目が資本及び労働の生産

性向上への寄与．特に中小企業は大企業に比べて資本

の生産性は高い．ベトナムのように資本の乏しいとこ

ろでは、中小企業の役割を活用することが必要だと

言っております．4つ目に製造業の中間投入のための

部品・材料供給のために、すそ野産業を育成していく

こと．以上のような点を挙げております．

　最初に述べましたように、ベトナムの中小企業政策

体系はまだ途上でありますが、いま検討を進められて

いるのは日本の中小企業近代化政策のころの政策体系

で、信用補完制度とか設備近代化支援とか、すそ野産

業の育成、中小企業製品の輸出促進、その他、かなり

取り入れられてきているようです．特に信用補完制度

と中小企業向けの政府系金融機関の設立について、い

ま積極的に検討されております．

　以上がベトナムの中小企業政策の概略でありますけ
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れども、ベトナムはASEANの一員としてアジアの中

でどのように経済発展を図っていくかということで、

大変な努力が続けられております．その歴史的な実践

でベトナムが成功をおさめるならば、1つのいい実例

になるのではないかと思います．

　簡単ですが、以上、報告にかえさせていただきま

す．

マレーシアの中小企業政策－産業政策の視点

から－

〇小林　引き続きまして、同じASEAN加盟国で、
1967年発足以来のメンバーでありますマレーシアの例

を、私、グローバルビジネス研究科の小林からご報告

させていただきます．

　いまのベトナムの例との比較で申しますと、ベトナ

ムがいわゆる改革・開放を始めて、資本不足の、発展

途上国としては非常に低い段階から出発したのに比べ

まして、マレーシアは早い時期から外資導入を行なっ

ております．実際に本格化したのは1986年からですけ

れども、円高を契機に急速に工業化を果たし、資本不

足よりはむしろ「産業構造の高度化」という課題を抱

えた中で、中小企業の育成をやっと本格化したと言っ

てよいと思います．

　現在のマレーシアの中小企業政策を考える際に、1

つ重要な判断材料がございます．それは1997年、いま

から4年前に起こりました「アジア通貨危機」と言わ

れるものです．タイから始まって、ほぼ周辺の

ASEAN諸国を巻き込みまして、最後は韓国、ロシア
にまで波及した、通貨及び金融にまつわる非常に大き

な経済危機です．その中でマレーシアは、IMFの構

造調整を受け入れることなく、経済危機からの脱出を

図る．強力な国家介入を行ないまして、IMFとは違
うやり方で、現在その危機を克服していると言われて

おります．

　それではマレーシアが全く国内に問題がないのか、

それほど経済構造として強固なものであるのかといい

ますと、表5を見ていただきたいと思いますが、これ

はOECDが1999年にアジア通貨危機に関して主に産業

構造で問題を抱えている国はどこであるか、それはど

ういう内容を持っているか整理したものであります．

必ずしもOECDのまとめが正確かどうか、100％正し

いとは言えませんけれども、マレーシアについては、

過剰生産能力、技術受容力の不足、中小企業の不利な

条件という、この3つの項目すべてでかなり問題があ

るのではないかと言っております．ですから逆に通貨

危機がこういった構造上の問題とはある程度切り離さ

れたかたちで起こったということも言えるわけですけ

れども、その根本にはこうした構造的な問題を抱えて

いるということです．

　マレーシアはいま、1人当たりGDPがやっと1万ド

ルに達するか達しないかという瀬戸際にありまして、

国民経済を文字通りしっかりしたものにできるかどう

か、というのが重要な問題だと思います．そのとき

に、中小企業が経済施策なり産業政策上にどのような

位置を占め、またどのような政策的な支援を受けてい

るかという問題が立てられるのではないかと考えてお

ります．

　マレーシアの経済構造について言いますと、この

間、急速に工業化が進んでおります．GDPで見ます

と、かつては農林水産業が30％を占めていたのが、

2000年現在ではわずかに8.7％ということですから、

これまでマレーシアについて皆さんが持たれていたイ

メージとだいぶ変わってきているかと思います．製造

業につきましては、ここ20年ぐらいでやっと工業国ら

しくなってきたと言えます．1987年、つまり本格的な

外資導入・工業化が始まった最初の時点ではGDPに
占める比率は19.8％であったのが、90年には24.6％、

95年には27.1％、2000年には33.4％と、先進工業国に

近い水準にまで達した．工業化はここ20年間のことだ

というわけです．

　それを支えたのは外資の導入であります．この場合

は外国の企業が直接進出する形態をとっていますけれ

ども、外資がどの産業部門に重点的に投資を行なって

いるかといいますと、電子・電機部門であります．表

6（略）をごらんください．これは産業別に生産額、
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雇用について、それぞれ外資系企業のシェアを調べた

ものです．アジア通貨危機の直前、1996年の数字であ

りますけれども、下から4番目に電子・電機という欄

がございますが、生産額で77.9％、雇用では72％が外

資系企業で占められております．

　この電子・電機部門が工業化を推進した製品輸出の

圧倒的な部分を占めておりまして、1995年で65.7％、

2000年現在では72.5％がこの電子・電機部門でありま

す．かつてはゴムとかパームオイル中心のモノカル

チャーの国と言われていたのが、いまは工業モノカル

チャーの国と言われるぐらい、偏った産業構造を持つ

ようになってきたわけです．

　マレーシアは、このように外資に依存して特定産業

で輸出を伸ばすのと同時に、プロトンという国民車を

国営企業で生産し、重工業品についても国産化を図る

という輸入代替工業化を並行して行なっているとい

う、ASEANの中でも特徴ある国であります．しか
も、この輸入代替工業化に関しても外資が深くかか

わっている．こういう二重の意味で外資に依存したか

たちで、この間急速に工業化を果たしたわけですが、

その結果、産業構造のゆがみという問題も出てきてお

ります．急速に工業化を果たしたマレーシアの場合、

「二重構造」ないし「二重経済」と言われる状態が生

まれてきておりまして、それを国際機関あるいは日本

の援助によってなんとか是正したい．つまり、この2

つの産業部門が国民経済を構成するものとして相互に

関連を持つ、また国内の地場産業であるとか国民消費

に直結するような産業と結びつけるという、産業リン

ケージの課題を抱えておりまして、その結びつきを図

るものとして中小企業が位置づけられているのがマ

レーシアの現状であります．

　それでは中小企業がマレーシアでどれだけの重きを

なしているかということについては、残念ながら全体

を見渡すような統計はまだ整備されていません．唯一

整備されていますのが製造業に関するもので、「中小

工業」という概念でとらえられるものです．英語で表

記しますとSMIですが、1998年の最新の定義によりま

すと、「正規の従業員が150人以下、かつ年間の売上が

2500万リンギを超えない」という規模であります．当

時1リンギが3.2円ですから、売上高で年間8000万円と

いう規模がこの場合の中小企業ないし中小工業という

ことになります．この中小企業、中小工業の製造業全

体に占める割合は、1999年という私が手に入れられた

一番新しい資料で見ますと、産出額で18.9％、付加価

値額で20.9％、雇用数で29.7％となっております．

　この製造業全体に占める中小企業、中小工業の比重

はほかの国と比べてどうかということです．資料の表

7はAPECの加盟主要各国を見たものですが、この場

合の中小企業というのは「従業員200名以下」で統一

されております．マレーシアは現在、「従業員150人以

下」を中小企業と定義していますけれども、この統計

をとられた97年の時点では「従業員50人以下」の小企

業の数字ですが、雇用数では12.3％となっています．

それが1999年の数字では29.7％ですから、およそ3分

の1を占めるまでになっている．しかし、先進諸国で

は中小企業が6割、7割を占めるというのが普通ですか

ら、これは比重としてはかなり小さいと言わざるを得

ないと思います．意外に思われるかもしれませんけれ

ども、発展途上国では中小企業の占める比重は小さく

て、表の下から3番目のタイなどは18.1％という数字

が出ています．このように製造業全体に占める中小企

業の割合が小さいということは、この間の工業化がい

かに大企業中心であったかということを物語っている

と思います．

　もう1つ、マレーシアの場合に注目しなければなら

ないものとして、ブミプトラ政策というものがありま

す．ブミプトラというのは、「土地の子」と呼ばれる

現地住民で、そのほとんどがマレー系ですけれども、

その他、北ボルネオの原住民などを含めて、これらの

人々が6割を占めています．それ以外に、中国系のい

わゆる華僑の人々が3割近く、インド系の方が1割ぐら

いおられるという多民族国家です．当然のことなが

ら、マレーシア政府が目指す国民経済には、このブミ

プトラと呼ばれる原住民の経済的地位の向上という問

題も同時に抱えておりまして、それがいわゆる「ブミ

プトラ政策」になって表れております．
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　「略年表」（後掲）をごらんいただきますと、1986

年の外資の本格的な導入まで、中小企業政策はブミプ

トラ政策を中心に行なわれてきた．マレーシアの中小

企業政策は、この間、現地住民を保護育成する社会政

策的な姿勢を強く持っていたわけです．それが1986年

以降、徐々に産業政策的な色彩を強めてくる．1986年

といいますのは、その5年前にマハティール首相が登

場しまして、これまでのブミプトラ政策を踏襲すると

同時に、外資導入についてはブミプトラ政策の拘束か

ら切り離しまして、民族・出自に関係なく優遇すると

いうことで、工業化が本格化したという経緯があるわ

けです．

　現在のマレーシアの中小企業政策は、ブミプトラ政

策という社会政策的なものから脱して、本格的な産業

政策の一環として組み入れられたと言われるわけであ

りますが、実際には依然として社会政策的な色彩が濃

くて、この間行なわれた中小企業政策の多くがブミプ

トラ優先の考え方を残している．ブミプトラ企業を優

先するということも、中小企業育成に重なるかたちで

入ってきているわけです．このことがもたらす意義も

もちろんありましょうが、現時点ではむしろ問題点の

ほうが大きいと私は考えています．

　1986年以後の外資導入による急速な工業化自体にも

問題がありまして、まずその1つは（これまで強調し

てきましたように）、産業構造に大きなひずみをもた

らした．工業化に伴って、海外から部品や素材あるい

は高価な中間財と呼ばれるものを輸入する、輸入依存

の産業構造になってきたということが挙げられるわけ

です．

　表の8と9をごらんください（略）．総輸入を見ます

と、1995年の時点ですでに中間財の輸入比率は65％で

すが、2000年現在では73.8％と、非常に高い割合を占

めております．国際収支の全体を見てみますと、確か

に商品貿易の収支では黒字ではありますが、本当です

と、これはサービス収支の赤字をカバーしなければな

らないはずです．

　2つ目は、これはマレーシアに限らず、外資導入で

工業化を果たした東南アジアを含む東アジアの国々に

ついて言われていることですが、中間財に当たる部品

素材というものは本来国産化しなければならないとい

うことです．そこで、日本及び国際機関の援助を受け

る中で、輸出を推進する大企業向けの部品を供給する

ベンダーとして中小企業を育成していく、いわゆるベ

ンダー育成政策が続けられてまいりました．

　「略年表」の一番右側にベンダー育成というのがあ

ります．86年以降、輸出志向工業化を推進した電子・

電機分野、そして輸入代替工業化を推進したプロトン

を中心とする自動車工業、この両方についてベンダー

育成が行なわれたわけですね．それが1993年に、

VDPと書いておりますけれども、ベンダー育成プロ
グラムというかたちで完成しているわけです．

　実はこれの成果については賛否両論ありまして、特

に電子・電機分野では成果に乏しいと言われていま

す．その最大の原因は、外資に依存して輸出を急速に

引っ張ってきたやり方が、いわゆる自由貿易地域、フ

リートレードゾーンというものをつくりまして、自由

に部品や素材を国外から輸入できる、それによって加

工輸出できるという、そういう素地をつくってしまっ

た．工業化の出発点からそうした問題をはらんでい

た．したがって、そうした開発方式の根本的な反省な

しには産業構造のひずみを解決することはできないの

ではないかと、改めて認識されたようであります．

　1992年のASEAN首脳会議においてASEAN域内で

の自由貿易化（AFTA）が合意されて以来、マレーシ
アでも自動車を含めて関税の低減に努めています．こ

れまでは輸出志向工業化を推進する電子・電機につい

てのみ言われていた域内での自由化及び国際分業の強

化といった波が、輸入代替工業化を推進する自動車に

ついても持ち込まれてきた．いわば輸入と国内生産の

両部門ともASEAN域内での国際分業体制の中に組み
込まれるというかたちで、マレーシア国内ではこの2

つの産業にかかわるすべての部品素材の供給という意

味での、国民経済的な自主性というのは不可能に近く

なっているわけです．

　その一方で、97年の通貨危機と、ことし初めから起

こりましたアメリカのITバブルの崩壊によって、こ
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れまで輸出志向工業化にかかわって成長を遂げてきま

した輸出部門そのものも打撃を受けることになりまし

て、グローバル化に無批判に結びつけられたかたちで

成長していく路線というのが実は非常に困難が大きい

ことが明らかになった．

　こういう状況の中で、国民消費なり地場の経済構造

を強化する、その担い手として中小企業が育成されな

ければならない．新しい視点というよりはむしろ、本

来果たされるべき視点で中小企業政策が組み立てられ

なければならない．これが現在のマレーシアに突きつ

けられている課題ではないか、というのが私の結論で

あります．

イタリアの中小企業政策と産地比較

〇八幡　中央大学の八幡と申します．イタリアの中小

企業政策につきまして、簡単にご紹介させていただき

ます．レジュメでは「イタリアの中小企業政策と産地

比較　－地域自治体の支援政策を中心に－」となって

おりますが、原稿は後ほど印刷物になりますので、そ

ちらをごらんいただければと思います．

　いままでお話しいただいたのはアジアの2カ国でご

ざいますが、ヨーロッパのほうはドイツとイタリアと

いう2つの国の中小企業政策についてお話しさせてい

ただくことになっております．後で平澤先生からご説

明いただきますドイツは手工業の盛んな国で、手工業

の職種規定というのもございますけれども、イタリア

の場合はそれはまだございません．ただ、自らが経営

者でありながら、自分で現場に立って労働している．

中小企業の中でも小さいところですが、経営者が自ら

現場の仕事もする．こういうところを「職人企業」と

呼んでおりまして、政府はその育成に努めておりま

す．これは実はイタリアだけではございませんで、

EU（ヨーロッパ連合）でも、こういった企業のこと

を「クラフト・エンタープライズ」という言い方をし

まして、それぞれの地域の文化や伝統を守り、同時に

地域の雇用創出の役割も果たすものとして、クラフ

ト・エンタープライズを含めた中小企業にかなり期待

しております．そしてそのための政策をヨーロッパ全

体でいま実施しつつあります．それがEUの「中小企
業憲章」にも表れています．

　さて、日本とイタリアの中小企業政策を対比してみ

ますと、日本の中小企業政策は従来、国の政策を自治

体に踏襲させていくという仕組みであったわけです．

それに対してイタリアの場合は、自治体がそれぞれの

地域性なり地域の経済状態を判断しながら中小企業支

援を行なうという制度を早くからとっております．イ

タリアの自治体というのは、州、そして州の下にござ

います「プロヴィンツィア」という県のレベル、さら

にその下に「コムーネ」というのが8000ぐらいありま

す．日本の市町村は3300ぐらいですが、その2倍以上

のコムーネが存在しておりまして、中小企業政策の大

方は、州のレベル、県のレベル、そしてコムーネとい

う、いわゆる自治体がそれぞれ独自性を持って行なっ

ているということです．

　日本では1999年12月に中小企業基本法が改正されま

して、それまで「国の中小企業政策を踏襲するよう

に」という一文が入っていたのを改めまして、「それ

ぞれの自治体の持っている地域的な特徴を打ち出した

政策をとって構わない」という、自治体の独自性を認

める改定がなされております．それに先立ちまして、

中小企業白書では平成8、9、10と3年間にわたりまし

てイタリアの中小企業政策を取り上げまして、イタリ

アの中小企業政策から学ぼうという方向が見えていた

わけです．そして一昨年、99年の段階で中小企業政策

において自治体の独自性を認めるという方向性を打ち

出したということは、日本の中小企業政策担当者もイ

タリアの方式を学ばれたのかなと私は考えておりま

す．

　イタリアでは、北部の重工業地域、南部の農業を中

心とする低開発地域、そしてその間にはさまれた中部

から北東部の地域を「第3のイタリア」という言い方

をするのですが、ここが1970年代後半ぐらいから中小

企業を中心とした経済発展を遂げたわけです．その

バックボーンとして、それぞれの地域に中小企業の集

積があると同時に、その集積を支えていく政策がそれ
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ぞれの地域で適切に打たれていったということが、こ

れまでの研究でわかってきております．そこで、日本

の中小企業支援施策についてもイタリアに学べること

はないのかと、かねてから興味を持っていたわけです

が、たまたま今回こういった機会を与えていただきま

したものですから、イタリア、特に第3のイタリアの

中小企業政策にテーマを設定させていただいた次第で

ございます．

　第3のイタリアの中でも、エミリア・ロマーニャ州

にボローニャというところがございます．ここは州都

でありまして、県の名前、コムーネの名前、両方とも

ボローニャと申します．エミリア・ロマーニャ州はた

くさんの産地を抱えておりますが、その産地に即した

政策を打つために、1974年に「エルベット」

（ERVET）という支援のための組織をボローニャに
つくっております．このエルベットを中心に、地域ご

とに、あるいは業種ごとに、また目的ごとに、およそ

11の孫組織をつくりまして、中小零細企業の支援に対

して州が資金を出し、実際の企業の経営に役立つサー

ビスをエルベットの組織が中心になって行なってい

く．このいわゆる「エルベット・システム」がイタリ

アの中小企業政策の成功事例の1つと言われてきたわ

けです．

　ところが、これにはいろいろ問題もございまして、

全部が全部成功しているわけではございません．実際

にヒアリングに行ってみますと、この業種はいいけれ

ども、この業種はだめだとか、そういったことは現実

にあります．またエルベット自体の存在意義も、従来

は法律によって州の予算を直接企業にばらまくような

ことがしにくい状況であったがゆえに、エルベットと

いう一種の州の資金を通過させるための組織をつくっ

て、またその孫組織をつくって作業していたわけです

が、いまの内閣の1つ前の「オリーブの木」という内

閣の最後の段階で法律を変えまして、州のレベルで中

小企業に対する支援を直接していいということになり

ましたので、現段階ではエルベット自体の存在意義が

なくなってしまった．組織としてなくなってしまう

か、もしくは行政改革で全く別な組織と合併させられ

てしまうか、そういう段階にいまなっているんだとい

う話を伺いました．

　エルベットという中小企業支援方式として成功した

ものについてもそのような変化が起こっている原因の

1つは、EUの通貨統合ということであります．ご存
じの通り、EUの通貨統合はこの1月からスタートい
たします．きのうもあちこちのテレビでコインの交換

風景を放映しておりましたが、この通貨統合に伴っ

て、ヨーロッパの中で共通の大きな市場というものが

いままで以上にはっきり見えてくる．そのときに、イ

タリアの産地が、もしくは中小企業が集積している地

域が従来型のモノづくりの仕方で果たしていいのかど

うか、実はイタリアの中でも議論が分かれているとこ

ろでございます．世界的な市場を目指して、EU統合
後の大きな市場を目指して、量的な拡大にどう対応す

るか．従来型の小さな中小企業が集積するだけで十分

なのかどうか．もっと規模を拡大したほうがいいので

はないかとか、支援の仕方についても議論がさまざま

にあるようでございます．

　詳しい中身につきましては原稿の中でも触れており

ますので、ぜひご参照いただければありがたいと思う

のでありますが、EUという巨大な市場の存在を目の

前にして、自治体が地域社会と一体になって産業を振

興していくという中小企業政策が今後どうなっていく

のか．それを見るにはいい地域なのではないかという

ところから、私はこのイタリアを取り上げたというわ

けでございます．

ドイツの中小企業政策

〇平澤　最後に、私、日本大学商学部の平澤が、ドイ

ツの中小企業政策についてご報告させていただきたい

と思います．

　いま八幡先生のほうから、ヨーロッパの中小企業政

策の1つとして、イタリアのお話がございました．私

は、欧米の中小企業政策にはかなりにたような面があ

ると思っていますが、ここでは、ヨーロッパの中小企

業政策の一環としてドイツを取り上げようと考えてお
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ります．ドイツの場合、個々の州が国家のような性格

を持ちながら1つに集まっている連邦政府というかた

ちをとっているというのが1つの特徴といえます．こ

の連邦制と中小企業政策というところを取り上げてい

きますと、国家財政の問題と中小企業政策という問題

に突き当たってまいります．そういう点で興味深い事

例になるだろうと考えております．このような視点か

ら、ここでは、ドイツの中小企業政策に触れていきた

いと思います．

　まず、ドイツにおける中小企業とはどういうものか

ということでございます．一般的な印象としていいま

すと、ドイツの中小企業はかなり工業力が高いといえ

ます．もう1つは、ワーグナーのオペラにもマイス

ターの話が出てきますように、ドイツでは職人さんが

多いことです．実際、旧東ドイツの解体された自動車

工業を見てみますと、ホンダでも難しいといわれるよ

うな水準の高い技術を持っているところが点在してお

ります．ドイツの経済振興局でも、そういう近代的な

産業を育成しようということで日本に来られている一

方で、それこそ職人さんが木でつくったおもちゃの販

売にも力を入れておられます．ドイツの中小企業には

こうした2つの面があります．

　ドイツでは、このような中小・零細企業と、公認会

計士とか弁護士といった自営業者を含めまして、中産

階級（Mittelstand）と呼んでおります．しかし、現

在ではその概念は「中小企業」を指すようになってお

ります．この「中産階級」というとらえ方自体、ドイ

ツ独特のとらえ方でありますけれども、この中産階級

のなかに含まれている近代的な中小企業と職人さんた

ちのやっている手工業分野の中小企業、この両方の政

策がドイツの中小企業政策には含まれているというの

が1つの特徴になっています．

　いま、ドイツの中小企業の概念は「中産階級」とい

うことでくくられていると申しましたが、ドイツ政府

でも「中小企業」に関する正確な定義というのはござ

いません．いまのところ、かつての首都、ボンにござ

います中産階級研究所の定義を使いまして中小企業政

策の基準としておりますけれども、その中産階級研究

所の定義によりますと、「従業員9人以下で、年間売上

高100万マルクまでを小企業．従業員10人から499人

で、年間売上高100万から1億マルクぐらいの企業を中

企業」としております．ただ、これは統一した基準で

はございませんで、ある州ではEU委員会の規定に
従って、「従業員250人未満、年間売上高4000マルク未

満」を中小企業と把握されるなど、州によってかなり

ばらつきがあるというのが実態であります．それも、

後で触れますけれども、連邦政府と州政府の違いを反

映したかたちになっているということでございます．

ちなみに、1マルクは60円ちょっとぐらいだと思いま

す．

　さて、ドイツの中小企業政策は、社会的市場経済と

いうことを基本にして行なわれております．社会的市

場経済というのは、戦後ドイツの経済秩序あるいはそ

の指導原理としてとらえられるものでありまして、一

般には「競争から生ずる社会的不公正を国家的施策が

是正し、経済の振興は市場に委ねる」ということを意

味しているといえます．つまり、基本的には市場経済

を基本としながら、そこから生ずる社会的な問題を国

家が処理していく、というのが社会的市場経済という

概念でございます．この社会的市場経済のもとでは中

小企業が重要な意味を持っておりまして、中小企業が

活躍することで経済がうまくいくんだという発想が強

いというのがドイツの特徴であります．

　中小企業政策の課題としては、大企業の排他的な競

争から中小企業を保護することで、その存立の構造を

維持するとか、企業規模が小さいことから生まれる競

争上のデメリットをなくすこと、あるいは中小企業の

存続のために有利な条件をつくることなどが中小企業

政策の一般的な課題だといわれております．

　一般的な中小企業とは別に、先ほども申し上げまし

たように、ドイツでは手工業という職人が中心になっ

ている業種が存立しております．この手工業では、親

方、いわゆるマイスターという資格を取らないと徒弟

を指導できない、また独立開業できないという2つの

規定がございます．親方、マイスターという称号を持

たないと徒弟なり養成工を教育できないということが
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法的に認められましたのは1908年の営業秩序法改正の

ときでありまして、マイスター資格を持たないと独立

開業できないと規定されたのは1935年です．その意味

で、かかる規定は比較的近代の話に属しているといえ

ます．

　第2次世界大戦直後の占領期間に、アメリカ占領軍

などがこの規定を禁止するということで、規定の存続

が危ぶまれましたけれども、1949年のドイツ連邦制共

和国の成立以降の議論を経まして、1953年に手工業秩

序法ということで法的根拠が与えられることになりま

した．一般に手工業に対する政策というのは、保護政

策ととらえられる面がございますが、この手工業秩序

法の成立過程をみておりますと、手工業を積極的に保

護することによって、大企業の市場支配に歯止めをか

けるという、社会的市場経済の枠組みを前提にしてい

るというのが1つの特徴的な点かと思います．保護政

策的な手工業政策と競争促進的な中小企業政策という

2つの面をドイツの中小企業政策は有しているわけで

すけれども、基本的には社会的市場経済という枠組み

を前提にした施策をとっているということでございま

す．

　そこで具体的にドイツの中小企業政策に触れたいと

思いますけれども、先ほどお話しさせていただきまし

たように、ドイツの場合、連邦政府と州政府とが中小

企業政策にかかわっているというのが1つの特徴であ

ります．

　まず法的な面からみていきますと、ドイツの基本

法、いわゆるボン基本法によりますと、「ドイツ連邦

には専属的立法権、各州との競合的立法権、及び対抗

的原則的立法権が与えられる」と書かれております．

立法権について見ますと、「連邦政府が専属的立法権

や競合的立法権限を持たない場合は、立法は州政府の

役割になる」ということです．

　ドイツにおきましては、連邦政府レベルでは、中小

企業にかかわる法律が制定されておりません．それに

代わるものとして、州で中小企業振興法を持つなり、

州憲法のなかで中小企業の振興がうたわれているとい

うのが現状であります．ただし、ザクセン州、マクレ

ンブルクフォアポンメルン州、及びベルリンについて

は法的規定がございません．

　しかし、必ずしも中小企業政策は州政府の役割とい

うことではございませんで、ドイツ憲法に当たります

基本法の第91条では、「国家全体にとってこうした課

題が重要であり、しかも生活条件の改善に連邦の協力

が必要な場合には連邦政府に協力権がある」と明記さ

れておりまして、地域経済構造改革というような共通

の課題には連邦政府が協力を行なうということが規定

されております．あるいは1971年の耕地整理条約をみ

ましても、「地域を超える課題とか、特定の地域に限

定されない目的のためには、連邦政府が政策を行なう

ことができる」と規定されているわけであります．

　各州が中小企業政策にかかわっているといっても、

財政面からみますと、やはり連邦政府が安定した財政

基盤を持っております．州政府の中小企業振興法とい

うのは70年代中盤から後半以降にかけて制定されたも

のでありまして、基本的には連邦政府の財政が確立し

たうえで、各州の中小企業振興政策法が制定されると

いう経違をとっております．その意味では、連邦政府

の中小企業政策が基本になりまして、それを各州の中

小企業政策が補完するというかたちをとっている、と

いうのがドイツの中小企業政策であると言ってよいと

思います．

　もう1つ重要なのは、先ほど八幡先生からもユーロ

のお話がございましたが、最近ではEUが中小企業政
策の担い手として登場してまいりまして、ドイツも

EU政策のなかに含まれているわけです．EUの中小

企業政策の重要な手段と言われるのが構造基金と呼ば

れるもので、これは地域間の不均等を解消するために

設立されたヨーロッパ地域開発基金や長期失業の克服

を課題にして設立されたヨーロッパ社会基金などから

成っております．ドイツでは、地域経済構造の改善と

いう共通課題に対してこの基金が使われることになっ

ております．さらにEUではヨーロッパ情報センター
やビジネス・コーポレーション・ネットワークといっ

た中小企業振興に直接情報を与える制度をつくってお

りますけれども、基本的にはEUの中小企業政策は補
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完原則に基づいているといわれております．

　以上のようなことから、ドイツの中小企業政策はド

イツ連邦政府の政策が中心になり、EUがそれを補完
し、さらにそれを州政府が補完するというかたちに

なっていると考えることができます．ただ、各州では

財政不足から地域経済振興という方向に中小企業政策

が統合されていく傾向にあるということが、財政面か

らアプローチした場合のドイツの中小企業政策の展開

として興味深いところかと思われます．

　ところで実質的に中小企業政策の窓口になっている

のは州政府でありまして、州政府が国やEUなどの政
策・施策を紹介しております．そこで、州政府の中小

企業政策の内容に簡単に触れておきますと、まず中小

企業政策の前提になる競争政策としましては、日本の

独禁法に当たります競争制限法というのがございま

す．ドイツはカルテルの国といわれますけれども、企

業の合併の規制とか、再販価格維持契約などに対する

規制などを行なうのが競争制限法の内容です．このい

わゆるカルテル法は60年代まではほとんど機能してこ

なかったといわれています．その反省から、独占委員

会がつくられまして、カルテルなどの規制を行なうよ

うになってきております．この競争制限法を前提にし

まして、競争促進ということが中小企業政策の基本的

な役割となってまいります．

　中小企業政策の2つ目の柱は資金融資です．たとえ

ばバイエルン州でみますと、中小企業振興法に基づい

て、中小企業の業績・競争力を高めるために、投資の

さいの資金の貸付や補助金、保証金などの資金融資が

行なわれるようになっております．

　もう1つは、先ほどベトナムの例でお話がありまし

た職業訓練ですが、これも中小企業政策の重要な課題

とされております．

　ただ最近、ドイツ政府は新規開業、いわゆるベン

チャービジネスなどに対する施策を中心に行ないまし

て、各州政府は信用保証のほうに重点を置く、こうい

う傾向も出てきているといわれております．

　最後に触れさせていただきたいのは、財政面から、

最近、重要視されるようになっております地域構造改

善であります．「特定地域の製造業、生産を行なう手

工業などに設備の拡張や業種転換、基礎的な合理化を

行なうための投資に対して助成金を拠出する」という

のが地域経済振興の内容になっておりますので、拠点

地域を決めて構造改善を進めているわけです．拠点地

域がない場合には、「新たな投資により、継続雇用が

少なくとも15％、あるいは50人以上の正規雇用が増加

することが期待される投資計画には助成金が支給され

る」となっております．たとえばニーダーザクセン州

では1993年に約2600万マルクが支出されて、ブラウン

シュバイクトック、ハノーファー、リューネベック、

ベーザーエムスという地域にその資金が配分されたと

いうことでございます．

　ドイツの中小企業政策は、競争促進を中心とした政

策ではありますけれども、とくに財政面では各州政府

の財政と連邦政府の財政というのが重要な問題となっ

ております．州政府などでの財政不足から、現在は地

域経済振興に中小企業政策がまとめられる方向に向

かっている．これが1つの重要な点であろうかと思い

ます．

　また、手工業に代表される小さい企業への施策とい

うのは手工業に対する規制だけでありまして、基本的

には大きな企業の振興がドイツの中小企業政策の基本

となっております．今後、この小さい企業に対する施

策がどうなっていくかということが、地域振興という

ことからも問題になるのではないかと思います．

（終わり）
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表1　ASEAN諸国の経済指標（1996年）

表2　ベトナムのマクロ経済パフォーマンス

．

．

．
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表4　アジア諸国の中小企業（製造業）比較

表5　アジア各国の主要な構造的弱点

．

．

．
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表7　APEC加盟・主要各国における中小企業の比重（％；カッコ内　年）
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マレーシアの中小企業政策［略年表］


